フードサプライチェーンにおける需給調整と食品ロスの発生メカニズム by 小林 富雄
  




学 位 の 種 類 
 
 
  博士 (経済学)  
 
報 告 番 号 
 
甲第 1492 号 
 
学 位 記 番 号   第 58 号 
 
氏    名 
 
 
  小林 富雄 
 
 
授 与 年 月 日 
 
 
















  主査： 向井 清史 














































序章 本論の目的と食品ロスの定義 ...................................................................................................... 5 
1. 本論の目的 ................................................................................................................................... 5 
2. 本論における「食品ロス」の定義と対象 .................................................................................... 5 
第一章 先行研究と本論のアプローチ ................................................................................................... 9 
1. 世界の食品ロスに関する量的把握の現状 .................................................................................... 9 
2. 在庫理論および商品学の現状と食品ロス問題への適用可能性 ................................................. 19 
3. わが国における食品ロス研究の課題 ......................................................................................... 26 
第二章 食品販売における陳列戦略と食品ロス .................................................................................. 35 
1. 課題 ............................................................................................................................................ 35 
2. 多店舗経営における食品販売の陳列戦略 .................................................................................. 35 
3. 陳列戦略における費用分析 ........................................................................................................ 39 
4. 食品ロス発生抑制の取り組みにおける商品特性 ....................................................................... 44 
5. 小括 ............................................................................................................................................ 45 
第三章 返品慣行下における加工食品サプライチェーンと食品ロス .................................................. 47 
1. フードサプライチェーンにおける食品ロス発生の課題 ............................................................ 47 
2. FSC における OVERSUPPLY 問題 ............................................................................................... 48 
3. FSC における返品慣行における諸課題 ..................................................................................... 50 
4. FSC における需給調整と食品ロス発生のメカニズム ............................................................... 54 
5. 小括 ............................................................................................................................................ 60 
第四章 外食産業における食中毒リスクと食品ロス ........................................................................... 63 
1. 課題 ............................................................................................................................................ 63 
2. 食中毒とドギーバッグの現状 .................................................................................................... 63 
3. 外食産業におけるドギーバッグの実態 ...................................................................................... 65 
4. NPO 法人によるリスクコミュニケーション ............................................................................. 68 
5. 小括 ............................................................................................................................................ 71 
終章 本論の総括 ................................................................................................................................. 73 
1. 食品ロス発生の 適性とリスク問題 ......................................................................................... 73 
2. 法整備の進展と政策課題 ........................................................................................................... 74 
3. 残された研究課題 ...................................................................................................................... 77 











































                                                  
1 2013 年には、ドイツで 2011 年に公開された”Taste The Waste（邦題「もったいない！」）”が全国公開され自
主上映会も開催されている。 
2 例えば、“TED Talks”というインターネット動画の無料配信プロジェクトでは、英国のジャーナリストである
Tristram Stuart が ”The global food waste scandal”というタイトルでプレゼンテーションを行っている。
（http://www.ted.com/talks/tristram_stuart_the_global_food_waste_scandal） 


































                                                  
4 梅沢（1999a）、p.361 参照。 
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第四章 小林富雄（2011a）「非営利法人を介した外食産業の環境マネジメント－食べ残しの
持ち帰りにおけるリスクコミュニケーションの役割－」『農業・食料経済研究』第






























表 1- 1 世界の食品ロス調査結果 
 
No. 国 調査期間 タイトル 概要 文献












3 U.S. 1977 (FY※)
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Determining and Addressing Food
Plate Waste in a Group of Students
















表 1-1 をみると、食品廃棄物の研究では米国が も古い歴史を持つことが分かる。米国会
計検査院（U.S.General Accounting Office：GAO(1977)）が実施した“Food Waste: An 
Opportunity To Improve Resource Use”では、1 年間に 20％、1 億 3,700 万 t の食品廃棄
物が発生し、310 億ドルの価値が失われたと推定されている。その後、Kantor, L.S. et al. 
(1997) では、USDA の農業経済学の研究者が 1995 年の調査に基づき、生産から消費に至る
フードサプライチェーン（FSC：小売店、外食、家庭の合計）において、960 億ポンド（4,800
万トン）の食品ロスが発生していると推定した。 














ているものはないと指摘されている。Hamilton et al (1995) によれば、29 億ドルの生鮮食
料品、6.3 億ドルの惣菜、8.76 億ドルの食べ残し、5.96 億ドルの飲み残し、2.41 億ドルの冷





英国では、非営利団体の WRAP (Waste & Resources Action Programme)が、2007 年と
2009 年に家庭由来の食品ロスの発生量を推計している。そこでは、2007 年の食品ロス推計
は 830 万トンであったが、2010 年には 720 万トンへ減少したという。調理や購買行動の変
化が主因であるとしながらも、その間の不景気に伴う食品購入量の減少や世帯収入の変化な
どの影響と完全に分離することはできないとしている（WRAP. (2008)、（2009）、（2011））。 
スウェーデンでは、Engströma R, Carlsson-Kanyama A (2004)が、平均世帯で購入され
pg. 12 
 
た食物の 25%が捨てられていると推計している。これは国全体で、年間 21.5 億ユーロが浪
費されている計算になる。また、ストックホルムの 2 つの学校給食と 2 つのレストランを対
象に食品廃棄物の調査を実施し、全体の 20％が廃棄されているとの結果を得た。この調査で
は、食品ロスと食品廃棄物は区別されていないが、それでも食品ロスであるランチの食べ残
し（Plate Waste）が も多く、総廃棄量の 10％にのぼることが示された。学校給食では、
食べ残しの計量や堆肥化処理を生徒に実施させることで、食べ残しを減らすことに成功した
と述べている。 
イタリアでは、年間約 2,000 万トンの食品廃棄物が発生しているが、これは FSC における
すべての段階においてみられるという（Andrea Segrè (2009)）。また、フランス国民は、購
入したままの食品を毎年 7kg/人も廃棄しているが、その一方で、国内では 800 万人の貧困者
が併存していることも問題視されている（Kosseva, M. and Webb, C. (2013)）。 
欧州ではこれらの調査を受け各国の NGO 活動が盛んになっており、イギリスでは ”Loves 




前章で述べたように、日本では農林水産省が、2000 年から 2009 年まで世帯と外食産業の
「食品ロス統計調査」をほぼ毎年実施してきたという先駆的な経験を持ち、食品ロスの定義
も明確にされている。また、農林水産省統計部は食品リサイクル法に基づく定期報告書等2か
ら、食品廃棄物が毎年約 1,900 万 t 発生し、そのうち食品ロスは 500～800 万 t 含まれると
推計している。 



















                                                  













食品ロスのうち食品産業（事業系）由来のものは 300～400 万 t、一般家庭（家庭系）のも




















                                                  
4）2012 年実績。韓国環境省環境統計（음식물류 폐기물 발생․처리 현황）より。 





2001 60 32 23 14 37
2002 66 36 25 13 40
2003 69 45 23 17 43
2004 72 41 28 17 45
2005 81 61 31 21 52
2006 81 62 35 22 58
2007 81 62 35 22 54
2008 93 59 37 13 79 2,315t
2009 93 58 36 16 81 2,272ｔ
2010 94 53 37 17 82 2,086ｔ









et al. (2014)によると、比較的廃棄物対策が進んでいる上海でも 2011 年に発生した 56 万 t
の調理くず（Kitchen Waste）のうち、「制度化されたシステムにより適切に収集・輸送され





















そこでは世界の食品ロス・廃棄物の発生メカニズムを調査し、FAO Statistical Yearbook の
生産量から食品廃棄物・食品ロスを推計した結果、世界の生産量のうち 3 分の 1 にあたる 13
億トンの食料が毎年廃棄されていると推定された。但し、この数値は本書で取り扱っている
食品ロスを含む食品廃棄物全体のマクロ推計である。 
  FAO（2011）では、図 1-1 のように地域別に一人あたりの食品廃棄物の発生量を比較して
                                                  
5 「光盤」は、2013 年に入り中国共産党中央が「贅沢や浪費に反対し、節約を励行する」と呼びかけたことを契
機としている。もともと CD や DVD などの光ディスクを指す言葉だったが、「皿の上のものを残さずきれいに食
べる」を中国語で「光盤」とも言えることから、「光盤行動」と名づけられた。瞭望（2013）を参照。 
6 FAO(2011) 











図 1- 1 消費段階と流通段階における食品ロス・食品廃棄物の地域別発生量 
資料：FAO（2011） 











































図 1- 2  青果物における流通段階別のロス・廃棄割合 
資料：FAO（2011） 
















































図 1- 3 家庭から発生する食品廃棄物の内容物の国際比較 
資料：Parfitt, et al.（2010）より筆者作成 
 
Borongan, G. Okumura, S. (2010) では、東アジア・東南アジア諸国の廃棄物組成に占め
る食品廃棄物の割合と１人あたり GDP の関係が分析されている。図 1-4 は同論文のデータ






                                                  
9 Borongan, G. Okumura, S. (2010) のデータより、筆者が食品廃棄物割合をロジット変換したものを独立変数
とし、１人あたり GDP を説明変数として単回帰分析を行った。その結果、R2＝0.3368、補正 R2＝0.282、β＝
－0.58（5%水準で有意）であった。なお、東・東南アジアとは、Brunei, Cambodia, China, Indonesia, Japan, Korea, 






































図 1- 4 東・東南アジア諸国における全廃棄物に占める食品廃棄物の割合と GDP の関係（2006 年） 












狭いという点で共通点の多い英国では、埋立税が導入され、標準税率を 2011 年から 1 トン














































































                                                  
11 唐沢（2000）p.59、西澤（1999）pp.187-188 を参照。 






































                                                  
13 山本（1999）p.66 を参照。 















































































表 1-3 のような延期－投機原理における拡張的な概念を示すことに成功した。 
 
表 1- 3  高嶋（1994）における延期－投機の原理 
 製品形態 在庫位置 
延期 投機 延期 投機 
時間 受注生産 見込生産 リードタイム短 リードタイム長



























                                                  













































































                                                  
























































                                                  








費期限の 1 時間前から 10 時間前以上まで様々な方法で実施されており、一般の CVS におけ




























                                                  
29 中嶋（2002）、廣政・牛久保（2008）等を参照。 
30 調査対象のコンビニエンスストアは、2009 年 2 月に公正取引委員会から独占禁止法違反（優越的地位の乱用）
による排除措置命令を受け、「見切り販売」をさせない加盟店に対する経営相談の行き過ぎを認めた。その直後よ
り相談内容を是正し、さらに廃棄ロス原価の 15％を同社本部が負担すると発表した。アンケート調査は 2010 年




表 1- 5  フードサプライチェーンと食品ロスに関する調査報告書 
調査団体 タイトル（発表年） 概要 
日本加工食品 
卸協会 










































売業が 453 億円、卸売業からメーカーが 1,885 億














った場合は 50 万円以下の罰金が科せられることも明記された。 















































                                                  
31 向井（2011）、牛久保（2008）等を参照。 










































                                                  
34 小川（2009）pp.432。 
35 同法は平成 25 年 6 月 28 日に制定され、公布の日から起算して 2 年を超えな い範囲内において政令で定める

























































表 1- 6 本論の構成と論点 
 主な対象リスク（論点） 分析事例 利用するデータ 
第二章 在庫リスク ファーストフードチェーン 筆者調査 
第三章 在庫・価格リスク 総合スーパー、食品スーパー 
シミュレーション、流通経済研究所 
（2011、2012、2013）等 














2 点目は、わが国は世界有数の「食品衛生大国」でもあり、表 1-7 のとおり先進諸国の中





年間数千人にも上る一方で、わが国での食中毒による死者数は 08 年度には 4 人、09 年度 0










表 1- 7 各国の食中毒の発生状況の比較 
 
資料：http://www.ab.auone-net.jp/~ttt/food%20born%20desease%20usa.html より転載 
アメリカ：Food related Illness in the United States, CDC（1992－97 年）より平均値を推計 
フランス：Morbidite et mortalite dues aux maladies infectieuses d’origine alimentaire en France, Institut 
de Velle Sanitaire 
イギリス：Adak らによる 2005 年調査（イングランド及びウエールス） 
オーストラリア：Food born Illness in Australia, Oz Food Net 
日本：厚生労働省「平成 20 年度 食中毒統計」 
注 ：日本の患者数は報告による実数であり、実際には上記の 20～30 倍になるともいわれる。一方、アメリカで
は報告をもとにした推定値である。なお死者はすべて実数である。 
 








品リサイクル大国」であるが、それは不可食分を含む約 2,000 万 t の食品廃棄物における問
題である。しかし、そのうち 500～800 万 t がリデュース可能な可食部である食品ロスが発
生している現状を踏まえると、そのリデュース推進には異論の余地はないであろう。 
 
                                                  
37 11 年度は、焼き肉チェーンにおいて提供された、ユッケの集団食中毒により 11 名が死亡している。一方、米
国における食中毒死者数は毎年 5,000 名程度であるという。Paul(1999)を参照。 
患者数 入院者数 死亡者数 人口
アメリカ 7,600万人 32万5,000人 5,000人 3億1,500万
フランス 75万 11万3000人 400人 6200万人
イギリス 172万人 2万1997人 687人 6160万人
オーストラリア 540万人 1万8,000 120人 2,200万人






































                                                  
1 梅沢（1999）pp.65-66 を参照。 
2 フランチャイズ方式での店舗展開が多い FFC や CVS における一般的なオペレーションでは、閉店間際の値引
き販売や鮮度低下に伴う見切り販売は一般的ではないため、本章の分析対象は在庫リスクに限定される。 






















待欠品コスト（C2））とが等しくなる限界条件で決定される。従って、ある 1 日の陳列が W



















                                                  
4 在庫理論では「在庫費用」となる。 











ストと欠品コストを筆者の現地調査・ヒアリング等により整理すると表 2-1 のようになる。 
 






































































FFC も FC が中心的だが、全体としてはその比重は CVS に比べて小さい8。ファーストフ
ード販売における陳列は、本部が 適陳列数量に基づいて「常に、主力商品を○○個以上作
り置きしておく」「顧客を○○分以上待たせない」「○○分以上経過した商品は廃棄する」な
                                                  
7 ダイアモンド社｢フランチャイズ大誤算｣『週刊ダイアモンド年 2 月 6 日号』1999 年、p.39。 




































                                                  














本章で取り上げる FFC では、主力商品を売上の 50％前後を占める洋菓子に絞り、調理は
他のファーストフードに比べやや煩雑であるものの、2~3 人の従業員が生地を形成して揚げ
る工程を極めて合理的に行っている。しかし、FC 本部から「陳列戦略」の経営指導がなさ
れることによって、チェーン全体で 1 日平均約 30 万個もの洋菓子を廃棄している事実はあ
まり知られていない。ドリンク類とのセット販売や持ち帰りも可能である販売形態は、他の
FFC とほとんど同質のカテゴリに入るといえる。店舗数は、2014 年 12 月時点で全国 1,000
店以上を展開し、うち 9 割以上が FC 方式、全店舗の年間売上高は 1,000 億円以上にのぼる。 







陳列戦略は、FC 本部が加盟店に対し、「閉店時に、平日に 200 個、土・日曜日に 250 個、
セール時には 300 個を 低限
．．．
陳列する（廃棄する）ことを義務付ける」というものである13。









た現場感覚によって意思決定される。営業時間は、午前 7 時から翌日の午前 0 時までである。
加盟店では、需要予測に基づいて 1 日 3 回洋菓子を製造し、製造個数の決定は、開店前の早
朝 5 時、開店直後の午前 8 時、午後 3 時過ぎとなっている。 
１日 3 回の需要予測は、それぞれ異なる決定基準に従っている。早朝 5 時の段階では、前
日の売上や割引商品、曜日等を念頭に置き、これまでの経験を加味しながら品質保持時間が
切れる 8～12 時間後となる午後 4 時ごろまでの需要を予測する14。開店 1 時間後の午前 8 時
                                                  





の製造は、1 回目で製造し切れなかった分と、早朝の７時から８時までの 1 時間で販売され
た分を補うものである。 
午後 3 時過ぎの製造では、その直後から閉店までの需要に 200～300 個を加えた個数を店
頭に陳列するよう製造する。この 200～300 個の予備的な陳列が、膨大な売れ残りとなって
廃棄される。このときの需要予測は、基本的に月曜日から木曜日は午後 3 時ごろ、金曜日と
土曜日は午後 3 時半ごろ、日曜日は 2 時半ごろまでの売上を 1 日の総売上の半数とみなし、





















しかし、平日とセール時（p 値：0.002）、土・日曜日とセール時（p 値：0.008）の間には、有意な差が存在する。 



































































































































































表 2-2 目標廃棄個数別統計量（2000 年度） 
 
































                                                  













平日（200） 219 262.6 120.8 17.9% 150 68.5%
土、日曜日（250） 82 265.6 143.0 15.3% 40 48.8%


































                                                  
18 この値をどう見るかはここで詳しくは分析できないが、アイデム社(http://www.aidem.co.jp/)が行っているア
ンケート調査（2000 年 10 月、有効回答 1093 社）では、パート・アルバイトの雇用理由について、70.9％が「人
件費が割安」と答えていることもあり、社会保険料などを考慮すると、調査対象のパートタイマー賃金も比較的
安価と考えて差し支えない。 
19 この数値は、ある月の平均値で算出している。商品によっては、ドリンクと洋菓子のセットで購入すると 1 割
程度値引きされるものもあるため、注意が必要である。 
20 この数値は、1 回のレジ精算でセット購入した回数を、総レジ精算回数で割って算出している。したがって、









線道路沿い等人が多く行き交う場所に、CVS やさまざまな FFC が、各々の集客力の相乗効
果を狙って立地していることが多い。このように、まわりに多数の競合店が存在すると、欠
品によって顧客を他店舗に奪われる可能性も大きい。駅前に立地する洋菓子 FFC 以外にも、
駅の半径約 50 メートル以内に CVS が 3 店舗、ハンバーガーFFC が 2 店舗、カレーライス
の FFC が 1 店舗、洋菓子 FFC が 2 店舗、アイスクリームのチェーン店が１店舗、合計 9 つ


























これまで 55 秒かかっていたパン焼きの工程を 11 秒に短縮し、注文後 30 秒以内に商品を提
                                                  
21 ドリンク類は、原液を薄めて販売するものもあり、種類も豊富なので、全ドリンク類の利益率の算出は困難で
ある。 












 一方の洋菓子 FFC でも、環境問題に対して無関心であるわけではない。同社では 2001 年

























                                                  
23 日本経済新聞、2000 年 11 月 3 日 11 面。 
24 日経流通新聞、2001 年 9 月 4 日 1 面。 

























分の 1 ルールのもとでは、製造日から賞味期限までのうち、3 分の 1 を過ぎた食品は小売店
への「出荷期限」切れとなり、仮に出荷できたとしても 3 分の 2 の「販売期限」を過ぎると、
わずかに MD されたり従業員販売される場合があるものの、それは例外的で、店頭の陳列棚
やバックヤードから撤去され、卸売やメーカーへ返品されてしまう。この設定期限は、米国




図 3- 1  3 分の 1 ルールの概要 
資料：高橋（2013） 
 
                                                  
















2. FSC における Oversupply 問題 













































3. FSC における返品慣行における諸課題 










          小売店舗                  小売・卸 DC                  メーカー 
 




が重要である。表 3-1 にあるように、返品処理経費は、実に返品額の 1～3％程度にあたる年
間 30 億円程度にも達している。但し、各段階別の返品発生量には大きな相違がある。金額
ベースで返品量を集計した表 3-1 をみると、2011 年の流通額全体に占める返品額（返品率）
は、小売業から卸売業（小売 DC）が 0.37％であるのに対し、卸売業からメーカーは 1.12％
と約 3 倍の差がある6。営業利益率が 3％を超えることが難しいとされる食品スーパー7でも















表 3- 1  卸売業からみた加工食品サプライチェーンにおける返品の状況 
 2009 年 2010 年 2011 年 
返品額 
（返品率） 





























表 3-2  加工食品における返品理由 
 
卸売業調査 小売業調査（参考） 











閉店改装 4.5% 6.2% 5.1% 5.2% 0.0% 
年２回の棚替え・季節品 6.9% 9.4% 8.5% 3.1% 15.0% 
特売残 16.6% 14.7% 16.5% 0.0% 0.0% 
定番カット（随時の商品改廃） 13.8% 15.1% 16.1% 2.6% 19.7% 
販売期限切れ 13.5% 17.2% 23.0% 4.5% 2.0% 
汚破損 41.5% 28.9% 20.9% 54.1% 25.1% 
















納品期限切れ 39.0% 33.7% 32.0% ‐ ‐ 
庫内破損 2.7% 2.2% 3.5% ‐ ‐ 
特売残 7.9% 6.4% 7.4% ‐ ‐ 
年２回の棚替え・季節品 7.8% 7.9% 10.8% ‐ ‐ 
定番カット（随時の商品改廃） 28.7% 33.8% 32.8% ‐ ‐ 







一方、返品した理由を小売業 ⇒ 卸売業、卸売業 ⇒ メーカーに分けて集計したものが表
3-2 である。2011 年度で も多いのは、前者が「販売期限切れ（23.0％）」、後者が「定番カ
ット商品（32.8％）」の返品である。但し、後者では「納品期限切れ（32.0％）」が次いで多
数を占めており、いずれにせよ 3 分の 1 ルールは FSC の返品問題における 大の課題であ
ると考えてよい。 
  返品された後の商品の処理方法を示したものが図 3-4 である。卸売業では全体の 64％がメ
ーカーへ返品されて、卸売業での廃棄は 21％に留まる。しかし、卸売業からメーカーへの返




図 3-4  返品された加工食品の処理方法 
資料：流通経済研究所（2013） 
















                                                  













業者が従属的に小売 DC10の在庫を持たされる構造となっており、その Oversupply の発生と
返品後の廃棄という意味で小売バイイングパワーは食品ロス発生の本質的な課題となる。 
















見合理的にみえる FSC に内在する需給調整の矛盾を示している11。 
 
 
                                                  














表 3-3  返品・廃棄削減のための改善策への支持率（業種別） 
業種 改善策 小売業 卸売業 製造業 
製造業 過剰在庫を値引き販売すること 37％ 23％ 20％ 
卸売業 
DC への納入期限を延長（後ろ倒し）にすること 23％ 34％ 66％ 
過度な鮮度競争を控えること 27％ 31％ 61％ 
過剰在庫を値引き販売すること 39％ 20％ 25％ 
小売業 
店頭への納品期限を延長すること 23％ 65％ 72％ 
過度な鮮度競争を控えること 32％ 63％ 70％ 
仕入先に対する過度な欠品防止要請を控えること 22％ 72％ 72％ 
資料：流通経済研究所（2013） 
 
4. FSC における需給調整と食品ロス発生のメカニズム 
































投機 価格投機－在庫量投機 価格投機－在庫量延期 







1） Oversupply を発生させる需給調整モデル 
















































生じて、逆需要関数 D は切片αから e だけ下方シフトする。こうして、Oversupply がなか
った場合の需要関数 D（e）を P=α－βQ－e が定義される。 
なお、久保（2001）では、s や e の部分を「需要曲線の切片を変動させる予測誤差を示す
確率変数」のεと定義しているが、ここで示している「意図的に実需以上の陳列分を含む戦






























図 3-6 のとおり基本モデルを想定する。 





め、Oversupply を意味する s は不可避となるが、過剰な陳列量がすべて販売されたと仮定
した場合の需要 D（S）に対応する利潤 abcp ではなく、下方に存在している実需 D に対応する
利潤 decp が実現する。なぜなら、小売と卸では売れ残り量 q－q’ が発生するからである。
但しメーカーでは、返品を前提にしながらも生産量すべてを出荷しているため、売れ残りは
発生しない。 













定した q-q’ は、本来、Oversupply に伴う損失 aqq’d となるところ、上流へ返品されること
で損失回避されることを示す。しかし、保管料や返品に関わる費用 c’-c が発生するため、
MC=AC は MC'=AC' へ上昇し、陳列段階で見積もられた利潤 decp は de’c’p へ圧縮される。
ただし、売れ残りはすべて返品されるため小売業や卸売業においての価格変動はないことか
















さらに、 終的に Oversupply の返品を引き受けるメーカーでは食品ロスの廃棄費用(L)を負




図 3-7  価格投機－陳列量延期：返品モデル 
 
4） 価格延期－陳列量投機（MD モデル） 
  このモデルは、特に小売業に該当するものであるが、数万点ある食品スーパーの商品のう
ち、総菜や日配品などに限定されるレアケースである。販売段階で売れ残り q-q’が確定し
た後、食品ロスを 小にするため、小売店頭で MD したり、安価に従業員販売したりして売
り切る。但し、筆者ヒアリング調査では全アイテムの MD ロス率が 0.03%程度の極めて低水
準な企業もあり、一般的にもその数量はごく少量に限定されていると考えてよい16。 
MD を行うと、価格が陳列段階の p から p’下がることで、販売段階としての追加的な利潤
a’b’c’p’を得る。しかし、MD を行うには、仕入れ量の適正化とタイミングや値引き幅などを
的確に設定する職人的技能が求められるため、その派生的なコストである人件費などにより、
c が c’へ押し上げられる。そして、c’が p’を上回ってしまうと、MD せずに返品されたり廃棄
されたりすることになる。 
 
                                                  
15 公正取引委員会（2013）によると、「小売業者から、一定量を指定して在庫を置くように指示がある」と回答
した卸売業者は 20.3%、製造業では 42.7%に達する。 
16 なお、メーカーの過剰在庫でロットがまとまっている場合、「チラシ特売品」として安価に出荷されることが
あるが、商品によってはメーカーの特売比率が 7 割以上を占めることもあり、特売価格すら投機的に決定され生








  表 3-6 は、以上の経済分析における利潤と Oversupply に伴うコストを FSC を構成するす
べての主体についてまとめたものである。陳列段階では、小売の Overspply に追従する形で





ード在庫をほとんど持たず、店頭在庫も 3 分の 1 ルールによる販売期限が迫ってくる前に定
価で売り切るようなオペレーションをする。そのため、他の主体に比べて Oversupply は小
さいのだが、それでも売れ残ってしまう商品は返品されたり、稀に小規模なワゴンセールや




切った場合の「実現し得ない」利潤 abcp から a’b’c’p’にまで圧縮され、これが陳列段階の評
価利潤 decp（r）に加えられ 終的な利潤が確定する。 
  卸売業や小売業では、3 分の 1 ルールにより小売業への納入期限や店頭での販売期限が迫









負担するだけである。そのため、陳列段階で期待される利潤 decp（m）から L を引いた値が
確定利潤となる。 
 
表 3-6  返品慣行下における FSC 構成主体別の Oversupply コストと確定利潤 















販売段階の確定利潤 decp（r）+a’b’c’p’ decp（w）－ e’ecc’（注２） decp（m）－L 
注 1：カッコ内は本章の分析に用いたモデル名を示す。 
注 2： decp（w）－ e’ecc’ ＝ de’c’p 
 
















国内を代表する 40 社以上で構成され、3 分の 1 ルールには合理的根拠がないとして、それを
2 分の 1 に短縮する動きを進めている。その結果、卸売からメーカーへの返品量は削減傾向
                                                  
18 寺島（2010）における消費者アンケート（N=309）によれば、消費者が欠品により店舗スイッチ（代替）する








  その場合、返品コストの削減が期待されることになるが、その代わりに Oversupply が是
正されずに小売店舗での店頭廃棄が増加する可能性もある。いずれにしても、メーカーでの
生産量が過剰にならないように数量調整し、消費者の計画的な購買行動を促すことで FSC 全





























1 を過ぎた商品が食品ロスとなる「3 分の 1 ルール」もその 1 つであろう。賞味期限とは、
微生物試験や理化学試験など「客観的な項目（指標）において得られた期限」2に、1 未満の



















図 4-1 トラブル発生を避けるために持ち帰りは認められない業態別企業割合（N=329） 











（平成 21 年 7 月実施）において、食の安全に対する意識の高まりが反映されている。食品
安全について「とても不安を感じる」「ある程度不安を感じる」とする回答割合は 76.8%とな
り、犯罪(70.0%)や戦争・テロ(56.2%)、交通事故(62.3%)を上回った。 
ドギーバッグ普及委員会が 2009 年 12 月に実施したアンケート（N=332）では 90％が賛
成、千葉県が 2009 年 2 月に実施した調査でも 50％が「食べ残しは持ち帰りたい」、42％が
「持ち帰り容器の提供があれば持ち帰りたい」と答えている。 






































                                                  
4 CSR の定義は ISO26000 において規格が策定されているが、PR 活動や CI 活動とは峻別され、自発的活動を前
提とした社会的存在としての企業行動を実施すべきであるとされる。ヒアリングによれば「企業収益を実現した
後の活動という認識が強い日本企業の CSR は、欧米とは異質なもの」であるという。 


















1. 毎日新聞社 「持ち帰りが必要」61.5％ 「持ち帰りは必要ない」38.5％






3. ドギーバッグ普及委員会 「持ち帰りに賛成」90％ 「持ち帰りに反対」8.0％
4. 千葉県環境生活部






































運営する米国料理店では、2010 年 3 月以降、ドギーバッグを持参した顧客に食べきった料理
を含めて飲食代を 10％割り引くキャンペーンを行っている。ヒアリングによれば、現在は週
末に数名が利用する程度だが、徐々に普及しているという。 
  「国際ホテル」グループでは、2009 年 11 月から「ドギーバッグサービス」開始し、立食
パーティで余った料理をスタッフがボックスに詰め手提げ袋に入れて客に配るサービスを始




09 年 11 月～10 年 3 月における同社ホテル（3 箇所）のドギーバッグ実施量は、ボックス
数が 4,249 個、持帰り重量が 849kg（ドギーバッグ 1 個当たり 200g で計算）、利用率はパー

















                                                  
6 マクドナルドホールディングス『社会のために』http://www.mcdonalds.co.jp/social/waste.html （2013 年 8
月アクセス ） 
7 国際ホテルグループ『2009 年度環境活動レポート』http://khgrp.co.jp/iso/2009.pdf （2013 年 8 月アクセス ）。






群馬県内に 7 店舗を経営するイタリアンレストランでは、2008 年よりバイキング方式で提
供される料理をドギーバッグするサービスを行っている。それにより、20kg/月の食品ロスを
半減させ、2 万円/月の廃棄コスト削減を実現した。しかし、食中毒への懸念や、持ち帰り前





























                                                  






























善するため、わが国では NPO 団体のドギーバッグ普及委員会（以下：委員会）が 2009 年 3
月に発足し、消費者の自己責任で持ち帰る食文化の発展的継承、食品ロスの削減などを目標
に活動している。委員会では、デザイン・携帯性を強く意識した持ち帰り用リターナブルボ
ックス（以下：ボックス）を作成し、様々な啓蒙活動を行っている（表 4-2、図 4-2）。 
 
表 4-2  ドギーバッグ普及委員会の活動概要 












































独自の街頭調査では、ドギーバッグの認知度は、発足当時 1％であったものが 1 年の活動期
間を経て 39％にまで上昇したという。これは、商店街や自治体を通じたイベントの PR 活動
の効果によるものであろう。委員会内部資料よりマスメディアへの掲載数を集計すると、活
動開始前後から 2010 年 7 月までの合計が 300 件を超え、メディア別には、地方紙が 107 件、
業界紙が 54 件、全国紙 47 件、テレビ 36 件と続く。 
 ボックスは、普及委員会に理事として参加している 2 社が中心となって製造している。イ
ベントでの配布の他、通信販売や大手雑貨店や、全国の大手スーパーなどでも取り扱ってお








ターターキット」を使用する。2009 年夏時点で 40 名だった会員数は、2010 年 9 月に 200
名を超えている11（表 4-3）。 
 
表 4-3 ドギーバッグ普及委員会入会タイプ一覧 
                                                  
10 会員企業以外にも、抗菌シートを使用したり生分解性の素材を使用したボックスを製造する企業が存在する。 



































                                                  
12 岸田（2005）参照。 















































られるよう、小売専用センター（小売 DC）を中心に下流部へ Oversupply が滞留している
現実を示した。さらに、小売店頭での賞味期限までの残存期間を確保するため、出荷期限（製

















  検討の結果、いずれの分析も、FSC の Oversupply の発生要因としてリスク回避的な行動
が存在していることを示すものであり、それぞれの分析手法について、その有効性を確認す
ることができた。そして、FSC や消費者とのパワーバランスにより適切なリスクシェアリン
グがなされず、Oversupply の 適性が実現されていない構造が明らかになった。 
なお、FSC 内の具体的なロス削減手法については、そのリスクシェアリングの手法に関す
る今後の研究成果を待たなければならないが、Over Store 状況が解消されない場合、第四章























に 2014 年度に 5 年ぶりの「食品ロス統計調査」の再開が決定している。さらに、業態別（コ
ンビニエンスストア、パン製造業など）に売上高や製造数量などに応じたリデュース目標値1
の設定をすすめ、2012 年度より 16 業種（コンビニエンスストア、ファーストフードなど）、
2014 年度からは 26 業種に拡大して本格実施されている。 


















肉加工品製造業 売上高 113 kg/百万円 
牛乳・乳製品製造業 売上高 108 kg/百万円 
水産缶詰・瓶詰製造業 売上高 480 kg/百万円 
野菜漬物製造業 売上高 668 kg/百万円 
味噌製造業 売上高 191 kg/百万円 
しょうゆ製造業 売上高 895 kg/百万円 
ソース製造業 製造数量 59.8 kg/t 
パン製造業 売上高 194 kg/百万円 
麺類製造業 売上高 270 kg/百万円 
豆腐・油揚製造業 売上高 2,560 kg/百万円 
冷凍調理食品製造業 売上高 363 kg/百万円 
そう菜製造業 売上高 403 kg/百万円 
すし・弁当・調理パン製造業 売上高 224 kg/百万円 
食品卸売業 食料・飲料卸売業（飲料を中心とするものに限る。） 売上高 14.8 kg/百万円 
食品小売業 
各種食料品小売業 売上高 65.6 kg/百万円 
菓子・パン小売業 売上高 106 kg/百万円 
コンビニエンスストア 売上高 44.1 kg/百万円 
外食産業 
食堂・レストラン（麺類を中心とするものを除く。）、居酒屋等 売上高 152 kg/百万円 
食堂・レストラン（麺類を中心とするものに限る。） 売上高 175 kg/百万円 
喫茶店、ファーストフード店、その他の飲食店 売上高 108 kg/百万円 
持ち帰り・配達飲食サービス業（給食事業を除く。） 売上高 184 kg/百万円 
結婚式場業 客数 0.826 kg/人 
旅館業 客数 0.777 kg/人 
注 1: 発生抑制の目標値については、有効数字の 3 桁で表示。 
注 2: 目標値の「kg/百万円」とは、売上高（百万円）当たりの食品廃棄物等の発生量（kg） 
注 3: 目標値の「kg/t」とは、製造数量（t）当たりの食品廃棄物等の発生量（kg） 
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